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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　じ　め　に
　賃金の迎動を労働者のあいだのきわめて具体的な競争のなかであきらかにしようとするのが，こ
の覚書のねらいである．
　労働力にかんする競争というばあい，しばしばマルクスの「賃労働と資本」から引用がなされ
る．マルクスがそこでのべているのはつぎのような関係である．
　一般商品の場合にしても，労働力の場合にしても，その価格は商品の売手の間の競争，買手の間
の競争，および売手と買手との間の競争によってきまる．すなわち，需要と供給の関係，あるいは
競争とよばれるものにはみぎのような３つの面かおる，というのである．
　この３つの面の競争のうち，ここであつかうのは，せいぜいのところ，労働力の売手の間の競
争，それも現役労働者の開の競争にかぎられる．売手と買手･との開の競争にふれるとしても，必要
なかぎりにおいて，そうするにすぎない．
　しかし，みぎのマルクスの叙述は，具体的な賃金をあきらかにするにはあまりにも一般的であり
すぎる．それは，たとえば，労働力の市場ｲ面格の成立とかいった大まかな事情を説明するのに役立
つであろうが，現実の賃金はもっと複雑な競争関係におかれているのである／といっても，いかな
る競争も，結局は，この３つの面の競争に要約されてしまうことも事実である．
　現実の競争が複雑なものになるのは，賃金の諸法則が労働者のあいだの競争を刺戟するために，
競争するかれらのあいだに不均等が生ずるからである.，
　不均等をもたらすための条件のなかには，競争によって生みだされる新しい技術的条件もあれ
ば，もってうまれた自然的な条件もあれば，また偶然的な条件もある．これらの諸条件は，いずれ
かといえば，客観的条件である．しかし，客観的条件は労働者の主体的な条件を根本的に規制して
いるであろう．たとえば，身体虚弱の労働者が競争に参加する意志をもたなくても，労働を軽減す
る機械の導入はかれを競争にかりたてるであろう．
　これらの諸条件は労働者をして競争上の優位にたたせるであろう．他方には劣位にある労働者か
おり，旧い平均の維持に貢献しているのであるが，それは結局破壊され，新しい平均がうみだされ
ることになる．
　いいかえるならば，競争はたえず競争の制約をそのなかにもち，かつその制約を破棄し，克服し
てゆく過程としてとらえられねばならない．競争はその反対物をそのなかにもっているのである．
特定の事情か競争の反対物に転化するのは競争そのもののためである．．．
　こうしたことはすでに判りきったことであるといえるかもしれない．事実，これまでも，競争上
の諸条件について多くの研究がなされてきた．しかし，それらの研究ははたして抽象理論にうまく
結びついていたであろうか．
　ここでは具体的な資料をならべるよりも，むしろ賃金理論そのものを競争関係のなかで具体化さ
せることによって，わが国の賃金問題に接近するという方法をえらんだ．
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　まず，労働の質・量と賃金との関係について，これまでいわれてきたことをふりかえってみよ
う．いわゆる労働の価格法則という考えをもつひとびとによってのべられてきたのは，つぎのよう
な一般法則である．
　労働力の日価値に対応して平均的な日労働があり，その価格か価値を上まわる度合に応じて平均
をこえる労働がなされる．労働力の日価値が日労働の価値に転化するにおよんで，労働の平均価格
が成立するが，そこでは平均をめぐる質・量の労働にたいしては，労働力の日価値をめぐる日賃金
が成立する，と．
　長時間労働を例にとってみよう．ただし，ここでの長時間労働とは平均的労働とならんで存在す
るものである．
　一定の労働力の価値にたいして標準労働日かおる．いま少数の労働者が長時間労働をおこなうな
らば，かれらの生産する価値は大多数の労働者のそれよりも大きい．すなわち，少数の労働者は資
本に超過利潤を提供するのであり，それは資本の側で賃金の名目的な引上げにたいする譲歩の余地
か存することを憲味している．だが，かれらの賃金が平均よりも高くならなければならないのは，
その労働力の個別的な再生産費が労働力の価値よりも大きくなるからである．価値生産物の大いさ
は少数の労働者の高い賃金の可能性をうみだすだけであって，かれらの賃金か高められねばならな
いのはその労働力の個別価値の増大のためである,．
　そうして，大多数の者が高い賃金にひかれて長時間労働にうつるようになれば，かつての少数者
の提供した超過利潤は消えてしまい，賃金はもとの水準にさがることさえある．すなわち，長期的
にみて労働力の価値が変化すると否とにかかわらず，平均的労働日は延長されることになる．
　論者によっていくらか主張が異るが，以上が長時間労働のもとでの賃金についての法則的理解と
いわれるものである．
　しかし，この労働の価格法則といわれるものは，もしその法則の実現の条件についての説明を欠
くならば，きわめて非現実的なものになってしまうであろう．事実，この法則はつねにそのまま現
象するとはかぎらないのであって，時には，一そう低い賃金のもとでの長時間労働や，無償の時間
外労働すらもあらわれるので’ある．労働の価格法則を否定するひとびとはこれらの場合を例にあげ
る．
　なるほど特定の職種で低賃金のもとでの長時間労働をみいだすことかできる．しかし，それは何
よりもまず職種間での労働力の移動・労働者間の競争が制約されているためであって，その場合に
は職種ごとに，岸本英太郎教授のいわれる「具体的な労働力の価値」，職種別労働力の市場価値・
市場価格の成立の条件が異るからである．したがって，この問題は具体的な労働の価格法則とは直
接には関係かない．
　もともと，労働力の移動の自由と制約は劃一的に解されてはならない．労働力は本来移勁の自由
をもつのであるが，その自由は職種の枠によって制約されている．そうして，職種の枠のなかでは
労働力は移動の自由をもつのであるが，その自由はさらに産業部門の枠によって制約されている．
このように労働力の移勁の自由と制限は相対的なものとしてとらえられる．
　このことは労働の価格法則による賃金の変勁をみるばあいにも適用されるであろう．
　すなわち，ある職種の労働力の市場価値・市場価格が成立しているもとで，特定の企業が長時間
労働を実施することができるのは企業間の労働力の移動が部分的に制限されているからである．も
しこの制限がなければ，労働力はたちまちにして他の企業へ移るであろう．長時間労働にたいする
高賃金はそうした条件のなかでうまれるのである．
　しかし，注意されねばならないが，企業間労働力の移動力陶」限されているばあいに，逆に，ある
企業で長時間労働・低賃金があらわれることもある．
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　したがって，労働力の企業間移動の制限は長時間労働にたいして高い賃金も，低い賃金もうみだ
すことができるといえよう．
　こうした事実は長時朗労働・低賃金の説明に産業予備軍の存在を援用するだけでは不充分である
ことを物語っている.yそれの存在は種々の事情を説明するにはあまりにも一般的でありすぎるとい
ぇるであろう．
　問題は労働組合にかかってくるように思われる．
　完全な無組合状態について考察するために労働の価格法則による個々の労働者の賃金の変勁につ
いてみることにしよう．
　いうまでもなく，ある職種のすべての労働者が，かれの属する産業部門や企業や工場の条件をた
やすく克服して，長時間労働にうつれるわけではない．これらの条件は，ある場合には，蓄砧の状
態や産業循環の局面や地理的環境や機械導入の度合とかいった客観的な条件である．他方では，労
働力そのものの条件もある．そのなかには，労働者が長時間労働にたえうるだけの肉体をもたない
とかいった自然的な条件もあれば，長時間労働による収入の増大に関心をもたないという，個人的
な条件もふくまれよう．もちろん，客観的な諸条件の変化は労働者側の主体的な条件を根本的に規
制することができるが，客観的な条件そのものが不均等に生ずるし，それと主体的条件の変化との
あいだには微妙なズレもあるだろう．
　一方では，長時間労働の競争にかんして少数の労働者か有利な条件をもつのにたいして，他方で
は大多数の者がいぜんとして平均労働をおこなわざるをえないということが，その競争の結果が純
粋にあらわれるのをさまたげているのである．
　したがって，資本は客観的な条件を前提にして，労働者にたいし可能なかぎりその主体的条件を
克服するようにしむけることになる．その場合に長時間労働にたいして高い賃金が払われるとき，
それは刺戟給としての意味をもってくるし，逆に，低賃金のもとで長時間労働を刺戟するという方
法もとられうるのである．
　個々の労働者がおかれている競争関係は複雑である．かれらは現役労働者のあいだの競争のなか
におかれている．それは同種労働者のなかでの競争と異種労働者からの競争である．他方では，か
れらは，産業予備軍からの競争のもとにおかれている．しかも，これらの競争は一括して，マルク
スのいう３つの面の競争のうちの１つの面をなすにすぎない．
　このようにみるならば，長時間労働にたい.して種々の賃金が支払われるのは当然であるといえよ
う．それは賃金の法則を否定するものではなくして，逆にその法則が種々の現象形態をとりうるこ
とを証明するだけである．
　労働力移動の自由と制限についての融通性のある理解のもとに賃金の諸法則が把握されなければ
ならない．
　これまでのべてきた長時間労働の問題は標準賃率を考慮にいれていない．労働日が延長されよう
と短縮されようと，標準労働目の成立は標準賃率の成立をもたらすのでおり，そこでは長時間労働
の問題は時間外労働とそれにたいする賃金との問題に転化するであろう．一般に標準賃率は労働組
合によって確立される．，
　時間外労働が時には無償であり，時にはそれにたいして高率の割増手当が支払われるということ
も，労働の価格法則を否定するための有力な論拠とされている．
　一般商品についてもみられることであるが，その大部分が取引されたあとで，残部の商品にかん
して特殊な需給関係がはたらく．たとえばその例として，品薄から生ずる値上りや，売れ残り品の
安売りや，「おまけ」があげられる．
　労働力についても，標準労働，すなわち，大量の労働が取引されたあとでは，時間外労働にかん
して特殊な需給関係が作用している．
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　時間外労働は少量の労働であるので比較的統制をうけやすく，標準賃率を確立した労働組合の力
をもってすれば，高率の割増手当がうまれるし，また，時には，すでに大量の労働について取引が
成立しているのであるから，組合か無力であれば無倶にもなりうる．標準賃率の成立は一労働時間
の価格の成立を意味するのであるから，時間外労働にたいするこれらの種々の賃金の成立は労働の
価格法則がそのまま現象しえなかったことをしめしている／労働の価格法則は時間外労働にかんし
て労働者間の競争の度合を条件にゼロから高率の割増手,当にいたる種々の額の賃金をうみだすので
ある．
　個々の労働者は時間外労働をなさなければならない条件とそれをなしうる条件をもつ場合が多い
ので，高率の割増手当は労働者間の競争を一圈刺戟し，標準的労働条件の悪化にいたる過渡期を短
縮するのに役立つであろう．したがって時間外労働そのものに反対するのが労働者側の基本的な立
場でなければならない．それにもかかわらず労働組合が高率の割増手当を要求するのは，組合員の
生産制限慣行にたいする信頼のうえにたって，資本の長時間労働に対する慾求をおさえるためであ
るといえよう．
　長時間労働をめぐる賃金の諸問題を労働者間の競争を中心に考察してみた．ここでのべられた事
柄はいくらか形をかえて労働の熟練度と強度にも適用されるであろう．
　それらの叙述は賃金形態についての考察に有効である．賃金形態は労働者がその主体的な競争制
約の条件を克服するようにしむける．もしかれがその条件を克服しえないときには，かれは脱落し
なければならなくなる．このように賃金形態は旧い平均的労働条件を克服するための過渡期を短縮
することを労働者に要求する．刺戟賃金制は労働者をそのように陶冶するのである．そうして職務
給は一定の技術的条件のもとで，そのように陶冶されできた労働者の存在を前提にして組立てられ
たものであるので，いぜんとして刺戟給としての性格を失っていないばかりか，労働の単純化のも
とで異種労働間の競争を刺戟し，労働組合の力と慣習にようて高く維持されてきた複雑労働の賃金
の低下のための過渡期をも短縮するであろう．
　このように賃金形態理論は労働者間の競争を無視してはなりたちがたい．
　最後に労働の質のうち，熟練度をのぞく労働生産性から生ずるその差異と賃金との関係を考察し
てみよう．
　一層高度な生産性を発揮しうる企業で，平均よりも高い賃金がえられることかあるか，これは労
働の価格法則の派生的現象としてとらえられるべき問題である．
　特定の企業での高度な生産性がもたらす超過利潤は，その企業での賃上げの可能性をしめすもの
である．しかし，労働力自身にかんしては，その生産性の向上は熟練度・育成費とは無関係であ
り，労働力の価値からの価格の乖離をもともと要求させるものではない．
　それにもかかわらず，その企業で標準賃率をこえる賃率かうまれるのは，くり返していうまでも
なく，標準賃率を確立した労働組合の力と労働力の移動の相対的な制限のためである．もしそのよ
うな条件を欠くならば，企業別賃金格差は全然あらわれないであろう．もし，労働力の移動の制限
という一方の条件のみが存するならば，時によっては超過利潤のもとでの低賃金があらわれる．
　企業別組合は独占利潤・超過利潤のもとでこのような賃金格差をうみだすための条件を自らつく
りだすとともに，つねに企業の支払能力に関心をもって生産性向｣二のための企業間競争をおしすす
め，結局のところ，賃金水準の全般的低下に貢献するのである．
　労働の価格法則の派生的現象はこのように解されるべきであって，この場合にあっても労働者間
の競争条件を考慮にいれない理論は全く無意味な空論に堕してしまうであろう．
　労働の価格法則は労働力の価値法則にくらべて一層具体的な法則であるが，それが競争を捨象し
た段階での法則であるという意味から抽象的な法則であるといえよう．注意されねばならないが，
競争の捨象とは競争のなかからの抽象を意味している．競争の捨象とは競争からの絶縁をいうので
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はなくして，まさに純粋な競争状態の設定をいうのである．したがって労働の価格法則はきわめて
複雑な競争関係のなかにおかれてもその法則性を失うことはなく，むしろますます多様な現象形態
をとることによって自己の貫徹を証明しているのである．
　こうしたことは他の抽象的な賃金法則の場合にもあてはまるであろう．
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　年功序列賃金もまた労働力の個別価値の差異によってうまれるが，前節でのべた労働の質・量の
差異から生ずる賃金が労働力の市場価値を中心に形づくられるのにたいして，これは市場価値その
ものの成立にいたる過程で生ずる．
　年令階層によって労働力の個別価値が異るが，ある職種の労働力市場で支配的な年令層の労働力
の個別価値がその市場価値を規定する．
　ひとたび市場価値が成立するや，あらゆる年令層の労働力はその市場価値によって売買されるこ
とになる．
　しかし，労働力の供給過剰のもとでは当然労働者のあいだに安売り競争がおこる．その競争はつ
ぎのような形をとるであろう．
　もともと労働力の市場価値は支配的年令層の労働力の個別価値によって規定されていたのである
が，それよりも高い年令層の労働力は個別価値が大であっても，市場価値でしか売買することかで
きない．しかし，低い年令層の労働力はその個別価値に依拠して取引されうるのである．
　このように市場価値の成立の前と後とでは，労働力の個別価値による取引について幾らか異った
事情が発生する．
　ただし，市場価値を上限とし，最低年令層の労働力の個別価値を下限とするこの構造は，結局の
ところ，新しい，一層ｲ氏い市場価値か成立するまでの過渡期に存在するのである．
　しかしながら，この過渡期は前節で考察したものとはやゝちがっている．労働力の安売り競争の
ための条件は年令層ごとの労働力の個別的な再生産費の差異であるが，だからといって，低年令層
の労働力がただちに支配的になるとか，その状態が永続するとか，といったことはありえないの
である．労働力の年令別構成は自然に必ずつきまとうものである．そうして，このことが，逆に，
年功序列賃金によって賃金水準が低下させられることを或程度さまたげているのである．
　年功序列賃金にかんしては，このように労働力の年令階層別構成という，自然的条件が大きく作
用している．　　　　　　　｀
　これまでのべた理論をさらに市場価格の導入によって具体化してみよう．
　労働力の市場価値は市場価格に転化する．労働力の供給過剰はこの市場価格を低めるであろう．
とくに，労働力の価値と価格の乖離は労働力の供給を制限することかできないので，市場価格の低
下傾向はとどまるところを知らない．
　市場価格の低下は労働者の抵抗をひきおこすはずである．もともと市場価値は支配的な年令層の
労働力の個別価値であり，市場価格はそれの転化形態であった．したがって，市場価格の低下にた
いしては，まず，支配的年令層の労働者の抵抗がみられるにちがいない．かれらの労働力の肉体的
な再生産費がその抵抗の最後の足かかりになるであろう．
　市場価格はただ一つのものであり，それの成立のもとではすべての年令層の労働力はその単一の
価格で取引されることになる．
　しかしながら，すでにみたように市場価値のもとで個別価値による低年令層の労働力の売買がお
こなわれたごとく，市場価格のもとででも同様のことがおこりうるであろう．
　高年令層と支配的年令層の労働力がその市場価格で取引されるのにたいして，低年令層の労働力
はその個別価値に依拠して，市場価格よりも低い個別価格で売買されることになる．
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　しかも，低年令層の労働力の個別価格は，はげしい競争のなかでさらに低下し，その個別価値以
下にさがることさえあるだろう．
　ところで，低年令層の労働力の個別価値はもともと独身者としての生活費であり，絶対的にその
額が小さいので，個別価格は個別価値を大巾に下まわることができない／高年令層や支配的年令層
の労働力の再生産費はその絶対額が大きいので，市場価格は市場価値を大きくわることができる．
したがって，市場価値からの市場価格の乖離の度合に照応して，低年令層の労働力の個別価格がそ
の個肘価値から乖離することはないであろう．後者は低下の弾力性をいちじるしく欠いており，乖
離の度合は小さいであろう．
　ところが，わが国では新しく雇用される労働者は新規学卒者であり，かれらは一般に簡単労働者
である．しかもわが国ではかれらが寄宿舎制度や実家からの通勤や，あるいは親からの送金とかい
った方法で生活を維持することか慣習として認められている．さらに独占資本は全国的な規模で賃
金統制政策の一環として初任給制度をかれらに適用している．そのためにわが国の低年令層の労働
力の個別価値が本来小さいだけでなく，それよりも大巾に低い個別価格が成立しがちである．
　さらに年功序列賃金にはつぎの事情がくわわる．ごれまでの理論では年令階層による生活費の増
大を基礎に論じてきたのであるが，この場合の年令は独身時代とか結婚当初とかいう程度のものを
意味している．年功序列賃金の，半年や１年ごとの，加給部分をあきらかにするには勤続給の概念
を導入しなければならないであろう．
　本来，勤続給は勤続年数と仕事の馴れ，とくに熟練度の向上の度合とが併行するような場合にう
まれるのであり，そこでは熟練度の向上と賃金の増大との照応関係が問われているのであって，そ
の関係に年令の上昇が照応するか否かは二次的問題である．したがって勤続給は労働の質・量と労
働の価格との関係にかんする問題であり，純理論的には，勤続給的加給部分は労働力の市場価格に
追加されるものとしてとらえられる．
　年令階層別賃金にあみこまれた勤続給的加給部分は，逆に，各年令階層の労働力の個別的再生産
費に到達するように初任給につけ加えられる．
　こうして，わが国の年功序列賃金かできあがる．・
　これまでの叙述からつぎのことがあきらかになるであろう．
　まず，年功序列賃金は社会的な規模でおこなわれる労働者間の競争によって合法則的にうみださ
れる．したがって，個々の企業で職務給が実施されても;その職務給は年功序列賃金を排除するこ
とはできないであろう．また，たとえば新設工場で若い労働者のみが採用されて同一労働同一賃金
がみられても，数年たてばかれらの賃金は高められていることであろう．年功序列賃金は資本の恣
意によってうみだされるものでもなく，それによって廃止されるものでもない．
　つぎに，年功序列賃金はより小さい市場価値の成立にいたる競争のなかでの過渡的産物である．
技術革新のなかでうまれた新.しい職種や職務内容の変った職種で若い労働者が年長者を駆逐しつつ
あるが，こうした傾向はそれらの職種の労働力の市場価値そのものを低下させるものである．
　だが，年功序列賃金は市場価値成立以前の競争によってうみだされるのではなくして，あくまで
も，旧い市場価値から新しい市場価値へうつるさいの競争によってうみだされるのである．単純に
年功序列賃金を市場価値成立以前の賃金とみなす従来の見解では，したがって，それの上限が市場
価値であることがあきらかにされなかった．それどころか，それらの見解によればわか国の労働力
の市場価値，すなわち価値の存在すらも否定されたのである．
　しかも，年功序列賃金に批判をくわえようとする従来の理論は，それを低賃金―色で塗りつぶし
てきたようにみうけられるが，これまでのべてきたところからあきらかなように，年功序列賃金
は，形のうえでは，標準賃率の成立と賃金の無限の低下とめ中間に位するものである．のちにこの･
問題をきわめるために企業別組合について考察するであろう．
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　　しかしながら，これまでの叙述によって，年功序列賃金が労働力の自然的構成から生ずる労働者
　相互のあいだの競争条件からうまれた，ということはあきらかである．
　　最後に，年功序列賃金と賃金の企業間格差との関係についてふれておきたい．
　　企業間の賃金格差そのものについてはすでに考察した．労働力の移動は自由であり，その市場は
　統一されている．それにもかかわらず，労働力の移動が企業の枠によって相対的にさまたげられる
　ために，労働力の市場価値から乖離する賃金が生ずるのである．
　　労働力の企業間移動をさまたげるものには技術的条件や地理的条件もあるであろう．わが国の場
　合には企業内の技能養成制度や福利厚生施設が移動を制限するであろう．しかし，のちにみるよう
　に企業別組合の存在が決定的な条件となるにちがいない．
　　いずれにしろ，賃金は企業ごとに異ってくる．しかし，新規学卒者が投入される簡単労働力市場
　はほぽ完全な競争状態にあるために，企業の大小にかかわらず，初任給は似通った大いさをもつよ
　うになる．そのためにそれぞれの企業における賃上げのための譲歩は年令別賃金格差の大いさと，
　年功序列賃金の上昇カーブの変化とにあらわれる．大企業では典型的な年功序列賃金がみられるの
　にたいして，中小企業ではそのカーブは比較的低年令層で頭うちし，臨時工などでは年功序列はあ
　らわれない．このことは，年功序列賃金か標準賃率と賃金の低下傾向との中間的存在であるとい
　う，さきの叙述を支持するものである．同時に，このことは，年功序列賃金の崩壊が賃金水準の全
　般的向上をもたらすということについての素朴な見解にたいして，一層この問題を深く究明するこ
　とを要求しているように思われる．
　　われわれは競争についてのわれわれの理解を年功序列賃金の分析に適用した．前節で考察した競
゛争理論はここでも有効であったといわれるであろう．
　　だか，たとえば時間外増割手当の増額によって労働者間の生産競争か刺戟されたように，年功序
　列賃金はその競争を刺戟することかできるであろうか．
　　年功序列のもとでは高い賃金をうるためには年令を高めるより他に方法がないのであるから，そ
　の賃金構造によって生産が刺戟されることはなかろう．
　　しかし，このことから年功序列賃金にたいする資本の反感に期待するのは早計である．なぜな
　ら，年功序列賃金は企業間の賃金格差とむすびついているので，労働者は年功序列そのものによっ
　て生産競争にかりたてられることがないとしても，企業間生産性格差から生ずる年功序列賃金のカ
　ーブの変化に刺戟されて，企業ぐるみの生産性向上競争に参加することになる．他方では，客観的
　にみて労働力の市場価値の低下をもたらす資本の政策は，労働者間の高年令層労働力を駆逐する競
　争によって支えられるであろう．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　,ろ
　いままでのべてきたところでは，労働者間の競争をきわめて莫然たる形で考えてきたのであり，
労働力移動の制限が多様な問題を提起することをあきらかにしたにすぎないのであるが，ここで
は，労働組合の組織形態を具体的に問題にしたい．いうまでもなく，労働者間の競争と賃金にかん
してはがれらの組織形態が最も重要な役割をえんずるからである．
　労働組合こそ労働者間の競争を「止揚」しうるものであるが，企業別組合といわれるものはその
任にたえうるのであろうか．
　企業別組合は産業別組合と同じ時期にうまれている．両者に共通する成立条件は根本的には技術
の進歩である．独占段階における技術の進歩は，同一産業，同一企業内で不熟練労働者を増大せし
め，熟練・不熟練労働者の地位と利害の接近から両者の統一行動をもたらした．
　しかしながら，技術の進歩は，他方では，独占利潤や超過利潤をもたらす．さきにのべたよう
に，このことが労働組合の分裂を，企業別組合の結成を刺戟するのである．したがって，標準賃率
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をうちたてた労働組合の力を背景にして，企業別組合による労働力移動の制約は標準賃率よりも高
い賃率をその組合員に保障することになる．この高い賃率は独占利潤のもとでは相当長期にわたっ
て存続することになろう．
　もちろん，産業別組合にもこうした性格がみられる．たとえば，燃料部門として一括される諸々
の産業部門のあいだで独占が発生するか，産業別組合は独占利潤を見逃しはしない．
　企業別組合はみぎのように，ほかならぬ労働組合の力を背景に高い賃率を設定することができる
が，しかしその賃率は結局のところ労働の標準度を悪化させるのに役立つであろう．そうして，こ
のことが労働組合をして企業別組合への分裂に強く反対させる理由となる．
　しかしながら，独占利潤・超過利潤か生みだされるかぎり，企業別組合の発生をふせぐことは困
雅である．個別資本か利潤をもとめて競争しているときに企業ごとに労働時間を短縮することはほ
とんど不可能である．そのために社会政策立法としての=標準労働EI立法が政治行動によって確立さ
れた．企業別組合の発生についても同じようにいうことかできよう．つまり，それの発生は立法ま
たはそれに類する拘束力によってのみふせぐことができるのである．
　これらの事情は産業別組合への企業別組合の脱皮の条件を技術革新にもとめることの無意味さを
証明しているように思われる．むしろ労働組合主義が未だ確立していないところでは，技術革新は
企業別組合の再生産のための条件であるともいえよう゛．
　注意されねばならないか，一国で企業別組合か少数にとどまるか，支配的であるか，ということ
は賃金にたいして根本的にちがった作用をおよぽす．
　産業別組合が支配的であり，少数の企業別組合がそのなかに介在するときには，たびたびのべて
きたように，そこでの賃率は名目的に標準賃率を上回ることができる．
　しかし，企業別組合が支配的であるときには，賃金の企業間格差のために職種別標準賃率は成立
しない．たとい標準労働日が碓立されていても，企業問の賃金格差を通じて賃金が低下の傾向をし
めすので，労働者は賃率よりも手取り賃金に関心をよせるのである．
　だが，企業間賃金格差の存在は職種別労働力の市場価値の未成立を意味するものではない．わが
国のごとく大多数の職種について標準賃率が成立しないときに，それが職種別労働力の市場価値が
成立していないために生じた，と解するならば理論的に奇妙なことになろう．労働力の価値が成立
していない資本主義というものは考えられないからである．すでに考察したように労働力の市場価
値は多様な現象形態をとりうるのであって，この場合に賃金が企業ごとに異るのは統―的な労働力
市場のなかで労働力移動が相対的に制約されているためである．
　したがって大企業と中小企業とのあいだに労働力市場が分割されているとか，あるいは企業ごと
にそれが細分されているとか，いうふうに単純に解するのは正しくなかろう．労働力市場の分裂を
単純に理解するひとびとのなかには，技術革新による市場の統一に期待する見解がうまれているか
それは妥当でないように思われる．
　ところで労働組合は外部からの労働者の競争にたいして制限を課するが，その繩張りのなかで
は，労働条件の悪化をもたらすような場合は別として，労働力の移動の亡|由を保障している．企業
間で労働の質・量は必然的に異らざるをえないのであるが，縄張りのなかでの労働力の自由な移勁
が前提になって，賃金格差の発生かふせがれるのである．
　企業別組合では外部の労働者による競争にたいする制限が弱いので，組合内部での労働者の競争
ははげしいものにならざるをえない．そうしてそのために，さらに，工場ごとに企業別組合がうま
れたりするのである．
　以上の事実は企業別組合を労働組合の範垢にふくめることを困難にするであろう．
　そうして，企業別組合が無組合状態の変形であり，無力にちかいものであるかぎり，賃金斗争に
おける企業別組合の足がかりは労働力の自然的構成という，きわめて他愛もないものにおかれる．
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　つまり企業別組合は，年令という労働力の自然的差異がその個別価値に差異をもたらすという事
情を足がかりにして，賃金水準を年功序列賃金という形で維持していることになる．年功序列賃金
が標準賃率と賃金の低下との中間的存在であるというときに，この点に留意されねばならない．
　したがって，わが国の賃金は支配的な企業別組合が労働者間め競争に一定の作用をおよぽすこと
によって，うみだされているといえよう．企業別組合は企業間賃金格差を必然化し,「具体的な労働
力の価値」，職種別労働力の市場価値の階層構造を標準賃率の階層構造に転化させることかできな
い．その結果，標準賃率構造にかわるものとして年功序列賃金があらわれるのである．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お　わ　り　に
　労働者間の競争と賃金との関係についての分析を終えるにあたって，ここでのべられた理論がわ
が国の賃金の歴史的変遷をたどる場合にも有効であることをのべておきたい．
　わか国では従来から資本主義・独占資本主義のもとでの低賃金を論ずるにあたって，半封建的な
生産諸関係から説明するという方法がとられてきた．こうした理論は一部では戦後の賃金の分析に
も適用され，きわめて現代的な企業別組合や年功序列賃金の成立の根拠までもがそのような論法に
よって塗りつぶされる傾向がみられる．
　ここでは戦前の労働組合迎動について言及する余裕をもたないのであるが，賃金そのものについ
ていうならば，それが資本主義の法則によって解明されるべきことはいうまでもない．
　したがって，封建的残存物といわれるものと賃金との関係についてふれることになる．
　すでにたびたびのべてきたように，社会で最下層とみなされる労働力の個別価値の大いさは絶対
的に小さいのであるから，それ以下の個別価格に転化するさいに低下の弾力性をいちじるしく欠い
ているのである．
　しかし，年功序列の場合と同様，もし最下層の労働力が何らかの理由によってその生活費を大巾
に節約しうるならば，その価格はきわめて低いものになることができる．こうして全賃全体系は異
常に低い水準に固定されることになる．いわゆる半封建的諸関係は最下層の労働者の賃金の大巾な
引下げを可能にするのである．それは賃金法則のなかでこのように作用するのである．
　また，わが国の低賃金の説明のために産業予備軍の法則，とくに潜在的過剰人口がもちだされる
ことが多い．しかし，その法則はわが国の特殊性をあきらかにするには，あまりにも一般的であり
すぎる．
　わか国の労働者の賃金総額を，潜在的過剰人口などをふくめた労働者数で除して，貧困化をあき
らかにすることはできる．しかし，常識的にいって，潜在的過剰人口そのものは，他の形態の過剰
人口にくらべて，賃金引下げに対して効果が大きいとはいえないであろう．それは労働者の間の競
争をそれはどかきたてるものではない．
　潜在的過剰人口は労働力の個別価値の低さにかんしては最下層の労働力である．それが現役労働
力に転化するさいに，その小さい個別価値は競争のなかで一層低い個別価格に転化することができ
る．これが潜在的過剰人口と低賃金との関係である．
　これらの従来の理論は，もちろん，部分的にことの一面をあきらかにしてはいるが，賃金の諸法
則についての理論の浅さのために問題を解くことができなかったのである．
　年功序列賃金についての分析をわが国の資本主義発生以来の賃金問題にも適用できるということ
は，逆に，年功序列賃金がわが国の低賃金構造の再編成を意味することを証明している｀ように思わ
れるのである．
(昭和37年９月29日受理)

